様式第1号(第7条関係)
番　　　号
年　　月　　日
　都留市長　様
申請者　名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　印　　　　　　　

　　年度都留市生活バス路線維持費補助金交付申請書

　　　年度都留市生活バス路線維持費補助金(生活交通路線分・特定生活交通路線分)の交付を関係書類を添えて、次のとおり申請します。

1　交付を受けようとする補助金の額
運行系統数
補助金の額

　
千円

2　補助金の交付を受けようとする理由

3　申請者(乗合バス事業者)の概要
補助対象期間の損益状況
乗合バス事業


営業収益
千円
営業外収益
千円
経常収益
千円


営業費用
千円
営業外費用
千円
経常費用ア
千円


営業損益
千円
営業外損益
千円
経常損益
千円

乗合バス事業の補助対象期間の実車走行キロイ
km　
　
経常収支率
％



　

4　キロ当たり補助対象経常費用
補助ブロック名
乗合バス事業者キロ当たり経常費用(実績)

ア÷イ＝ウ
地域キロ当たり標準経常費用

エ
キロ当たり補助対象経常費用ウ又はエのいずれか少ない方の額

オ

　
円　銭
円　銭
円　　　銭

5　補助金交付申請に係る運行系統の概要及び補助申請額
　　(生活交通路線分・特定生活交通路線分)
申請番号
運行系統名
運行系統
系統キロ程

(km)

カ
市外運行部分のキロ程

(km)

キ
他路線との競合部分に係るキロ程

(km)

ク
市外運行部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比較

(カ－(キ＋ク))÷カ＝ケ



起点
主な経由地
終点





第1号
　
　
　
　
往
復
(平均)
往
復
(平均)
往
復
(平均)
％

第2号
　
　
　
　
往
復
　
往
復
　
往
復
　
％

第3号
　
　
　
　
往
復
　
往
復
　
往
復
　
％

第4号
　
　
　
　
往
復
　
往
復
　
往
復
　
％

第5号
　
　
　
　
往
復
　
往
復
　
往
復
　
％

合計
系統
　
　
　
往
復
　
往
復
　
往
復
　
　

申請番号
実車走行キロ

(km)

コ
補助対象経常費用(円)

オ×コ＝サ
経常収益

(円)

シ
補助対象経常費用から経常収益を控除した額(円)

サ－シ＝ス
スのうち市外運行部分及び他路線との競合部分以外に係るもの(円)

ス×ケ＝セ
運行回数(円)
セ×
[image: image1.wmf]運行回数

3回�

＝ソ
補助申請額

第1号
　
　
　
　
　
　
千円

第2号
　
　
　
　
　
　
千円

第3号
　
　
　
　
　
　
千円

第4号
　
　
　
　
　
　
千円

第5号
　
　
　
　
　
　
千円

合計
　
　
　
　
　
　
千円

l　記載事項
　(1)　乗合バス事業の収益、費用及び実車走行キロについては、高速バス及び定期観光バス等を除くこと。
　(2)　補助対象事業者の決算期間が補助対象期間と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を補助対象期間の損益状況欄に記載すること。
　(3)　補助対象期間中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年5月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、その旨を報告し、その承認を求めること。
　(4)　補助申請に係る運行系統の概要及び補助申請額は、系統ごとに申請番号をかえて記載すること。
　(5)　地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局長が通知した数値によること。
　(6)　計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。
　(7)　「系統キロ程」、「市外運行部分のキロ程」及び「他路線との競合部分に係るキロ程」は、小数点以下第1位(小数点以下1位未満切捨て)まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。
　(8)　「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が1日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいう。
　(9)　「市外運行部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率ケ」については、小数点以下第3位(小数点以下3位未満切捨て)まで算出して記載すること。
　(10)　「実車走行キロ」は、小数点以下第1位(小数点以下1位未満切捨て)まで算出して記載すること。
　(11)　「運行回数」は、特定生活交通路線の場合のみ算定すること。
　(12)　「補助申請額」は、生活交通路線にあってはセ×1／2の額を、特定生活交通路線にあってはソの額を、系統ごとに百円単位(0.5千円)まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
2　添付書類
　(1)　旅客自動車運送事業等報告規則(昭和39年度運輸省令第21号)第2条第1項の規定により当該申請者が管轄地方運輸局長に提出した補助対象期間における当該事業年度に係る営業報告書の写し
　(2)　運行系統別輸送実績、平均乗車密度算定表(様式第1号の2)
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